
小菅村宅配ボックス購入費補助金交付要綱 

 

令和７年４月１５日 

 

(趣旨) 

第１ この要綱は、宅配ボックスの普及を促進することにより、宅配荷物等の

安全で安心な受領環境を確保し、村民の利便性向上を図るため、小菅村補助

金等交付規則（昭和 55年 4月規則第 4号）に定めるもののほか、小菅村宅

配ボックス購入費補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し必要な事

項を定めるものとする。 

 

(定義) 

第２ この要綱において、「宅配ボックス」とは、次の各号のいずれにも該当

するものとする。 

（1）宅配荷物等の受け取りを目的とした仕様の製品であり、宅配荷物等を安

全に保管できるもの 

（2）令和７年４月１５日以降に購入したものであること。 

（3）正当な受取人のみが受領できる盗難防止機能（鍵又はダイヤル錠等） 

を有しているもの 

 

(補助対象者及び補助金の交付) 

第３ 村長は、次の各号に掲げる要件を全て満たすものに対し、予算の範囲内

で補助金を交付する。 

（1）申請日時点で、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）の規定に 

より、本村の住民基本台帳に記録され、かつ、居住実態がある個人であ 

ること。 

（2）令和７年４月１５日から令和８年３月１３日までの間に宅配 

ボックスを購入し、自らが居住する村内の住宅（前号の住民基本台帳に 

登録されている場所と同一のものに限る。）に設置していること。 

（3）宅配ボックスを設置する敷地又は住宅が、自ら所有するものでない場 

合においては、所有者等から設置の同意が得られている者であること。 

（4）当該補助対象宅配ボックスについて、国、本村又は他の地方公共団体 

から購入又は設置に係る費用の補助を受けていないこと。 

（5）小菅村暴力団排除条例（平成２４年９月条例第１０号）第２条第２号 

に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第１号に規 

定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有していないこと。 



 ２ 補助金の交付は、１世帯につき宅配ボックス１個かつ１回限りとする。 

 

（補助対象経費） 

第４ 補助対象経費は、宅配ボックス購入費用（消費税及び地方消費税相当分 

を除く。）とし、付属品購入費・設置費・運搬費・工事費は除くものとす

る。 

 

（補助金の額） 

第５ 補助金の額は、前条に規定する補助対象経費に４分の３を乗じて得た額 

（その額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額） 

とし、１５，０００円を上限とする。 

 

（交付の申請及び事業報告等） 

第６ 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、小菅 

村宅配ボックス購入助成補助金交付申請書兼実績報告書（第１号様式）又は 

電子申請において次に掲げる書類を添えて、令和７年４月１５日から令和８ 

年３月１３日までの間に村長に提出しなければならない。 

 （1）補助対象経費が分かる領収書等の写し 

 （2）設置した宅配ボックスの仕様等が確認できるカタログ等 

 （3）宅配ボックス設置後の確認写真 

 （4）前各号に掲げるもののほか、村長が必要と認めるもの 

２ 規則第６条の規定による決算及び事業報告は、第１項の規定による申請を 

もってこれに代えるものとする。 

 

（交付決定及び額の確定等） 

第７ 村長は、前条に規定する申請書の提出があったときは、その内容を審査 

し、補助金の交付の可否の決定及び額の確定をするものとする。 

２ 村長は、前項の交付の可否の決定及び額の確定をしたときは、その結果を

小菅村宅配ボックス購入助成補助金交付決定通知書（第２号様式）又は小菅

村宅配ボックス購入助成補助金不交付決定通知書（第３号様式）により、申

請者に通知するものとする。 

３ 村長は、前条に規定する補助金の交付を決定したときは、速やかに申請者

に補助金を交付するものとする。  

 

（財産の処分の制限） 

第８ 補助事業により取得した５万円（消費税及び地方消費税相当分を除 



く。）を超える機械及び器具（以下「取得財産等」という。）については、 

村長が補助金交付の目的及び減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 

40年大蔵省令第 15号）を勘案して別に定める期間（以下「財産処分制限期 

間」という。）を経過するまでは、村長の承認を受けないで、補助金の交付 

の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはな 

らない。 

２ 前項の承認を受けようとする場合は、財産処分承認申請書（第 4号様式）

を村長に提出し、その承認を受けなければならない。 

３ 村長は、前項の承認をする場合は、第７第１項に規定する交付決定を受け

た者（以下「交付決定者」という。）に対し、交付した補助金の全部又は一

部を返還させることができる。 

（交付決定の取り消し及び補助金の返還） 

 

第９ 村長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、第７の規

定による交付決定の全部又は一部を小菅村宅配ボックス購入費補助金交付決

定取消通知書（第５号様式）にて取り消すことができる。この場合におい

て、既に補助金が交付されている場合は、期限を定めてその返還を命ずるも

のとする。 

（1）虚偽の申請等の不正な行為により補助金の交付を受けたとき。 

（2）規則及びこの要綱の規定に違反したとき。 

（3）その他村長が補助金の交付を不適当と認めたとき。 

 （検査等） 

第 10 村長は、補助事業の執行に関して必要があると認めるときは、申請者に

対して補助事業に関する必要な事項について報告を求め、検査し、又は指示

することができる。 

（その他） 

第 11 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、村長

が別に定める。 

 

 附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和７年４月１５日から施行する。 

（この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要

綱の失効前に第７第１項の規定による交付決定を受けている者に係る第８及

び第９の規定は、この要綱の失効後もなおその効力を有する。 


